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 記 者 発 表 資 料 

｢横浜港における首都直下地震発生時の震後行動計画」（第２版） 

の取りまとめについて 

 

近年の災害において、広域で深刻なガソリン等の石油製品不足が発生したこ

とを踏まえ、首都直下地震発生時における製油所・油槽所の石油供給活動の経路

確保について新たな検討を行い、「横浜港における首都直下地震発生時の震後行

動計画」（第２版）として取りまとめましたので、お知らせ致します。 

 

◇改訂のポイント（別紙１参照） 

 １．製油所・油槽所の石油供給活動の経路確保に係る震後行動を追加 
 

◇別紙及び本文 

 別紙１ 『横浜港における首都直下地震発生時の震後行動計画』（第２版）の概要と主な改訂ポイント 

 本 文 次のホームページをご覧下さい。 

関東地方整備局 （ https://www.pa.ktr.mlit.go.jp/kyoku/03info/03kisya/2018/190326-2_1yokobcp-ver2.pdf ）       

横浜市港湾局  （ https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/yokohamashi/yokohamako/kkihon/kikikanri/bcp.html ） 
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『横浜港における首都直下地震発生時の震後行動計画』（第２版）の概要と主な改訂のポイント 別紙１

近年の災害において、広域で深刻なガソリン等の石油製品
不足が発生したことを踏まえ、大規模地震発生時における製
油所・油槽所のガソリン等の海上輸送に関する石油供給活
動の経路確保に係る震後行動を追加

今回の主な改訂のポイント

Ⅰ．総則

大規模地震発生時に、港湾の早期の機能回復を行い、横浜市
地域防災計画に基づく緊急物資輸送活動を円滑に実施し、また、
国際コンテナ物流が速やかに回復できるように、港湾関係者が共
有しておくべき目標や行動、協力体制について整理・明確化する。

【発災想定】
元禄関東地震（M8.1）、冬、平日１８時発災
都心南部直下地震（M7.3）、冬、平日１８時発災

【対象期間】
① 緊急物資輸送活動まで（発災～７２時間）
② 国際コンテナ物流活動が再開するまで(発災～１カ月程度）

１．震後行動計画策定の目的

２．計画の対象

Ⅱ．事前行動

○災害発生時における各関係者の役割や行動、相互の関係を事
前に確認し、情報共有を行いながら的確な対応が出来るようにす
る。

○定期的に訓練を実施し、関係者との協力体制の確認を行う。

○災害時には、国土交通省関東地方整備局横浜庁舎、各港湾
事務所に被災情報等を掲示する。

１．震後行動計画策定の目的

２．訓練計画

３．情報連絡・共有体制

○ 首都圏経済と企業生産活動は、港湾を経由した海上輸出入に依存しており、大規模地震で港湾の機能が停止すると、首都圏の生活物資の供給や企業の生産活動に多大な影響を及ぼす。
○ 大規模地震発生時における国民生活や社会経済への影響を最小限とするために、国際物流機能を確保し、被害の少ないターミナルの早期供用を目指す。

１．目的（P.26)

Ⅵ．国際コンテナ物流活動に係る震後行動

○耐震強化岸壁を概ね7日以内に機能回復させ、ヤードを含めたコンテナターミナル全体をできるだけ早期に本格供用させる。

２．目標(P.27)

■能力最大化に向けた復旧
→背後地の状況を踏まえて、復旧後使いやすい場所から直す。臨港道路を啓開する。航行支援（パイロット、タグ、船舶通信）、航路啓開を行う。

■岸壁・ヤードの利用方法
→施設の利用効率を維持するために現状利用を優先するとともに、利用効率に影響のない範囲については、公共的に利用する。
要領最大化に向けた荷役オペレーション体制・ルールを確立する。

発災から参集・体制設置、点検・応急復旧、国際コンテナ物流活動準備、国際コンテナ物流活動実施まで４つの局面に分けて
基本対応パターンを作成

３．実施方針(P.27)

（追記項目）

○ 首都直下地震発生時における国民生活や社会経済への影響を最低限とするために、石油供給活動（拠点からの搬出・搬入）の経路を確保することが港湾の社会的な責務である。
○ 政府方針を踏まえた災害時の石油供給活動のための航路啓開の早期開始を目指す。

１．目的（P.44)

Ⅷ．石油供給活動の経路確保に係る震後行動

○ＪＸＴＧエネルギー(株)根岸製油所及び京浜油槽所の石油燃料等供給経路となる航路啓開を優先的に実施し、石油供給活動の経路を確保する。

２．目標(P.44)

■石油供給活動の経路の復旧
→都心南部直下地震時は、経済産業大臣より「災害時石油供給連携計画」実施の勧告がなされることが想定されるため、政府緊急災害対策本部を介して国土交通省へ要請があり、自治体
もしくは、関東地方整備局への要請に基づいて、航行支援（パイロット、タグ、船舶通信）、航路啓開を行う。

「災害時石油供給連携計画」勧告時の体制に基づき、経路確保を実施。

３．実施方針(P.44)

Ⅳ．緊急物資輸送活動に係る震後行動

○大規模地震発生時には、被災者に対する水・食料等の物資の備蓄は３日程度しかなく、海上からの緊急物資の供給を迅速に行うことが港湾に求められる。
○早期に海から被災地への物資輸送ルートの確保が必要であるため、海上輸送基地の機能確保を実施し、耐震強化岸壁を効率的に稼働させることが必要である。

１．目的（P.9)

○３日分の備蓄がなくなる前に被災地へ緊急物資を届けるために、海上から物資輸送できる体制を２４～７２時間以内に構築する。

■耐震強化岸壁の復旧 →耐震強化岸壁を段階的に応急復旧する。

■緊急物資輸送船舶の着岸 →緊急物資輸送船の着岸を可能にする航行支援（タグ、船舶通信）を行う。
着岸を可能とする湾口航路～耐震強化岸壁の航路啓開を行う。

■耐震強化岸壁の運用 →積出港から輸送船、貨物に関する情報を取得する。
耐震岸壁の荷役オペレーションを確立する。

３．実施方針(P.10)

２．目標(P.10)

発災から参集・体制設置、点検・応急復旧、緊急物資輸送活動準備、緊急物資輸送活動実施までの４つの局面に分けて
基本対応パターンを作成


